
令和５年度 
ＳＤＧｓ達成に向けたモデル事業創出⽀援補助⾦ 

第２期募集公募要領 
 
１ 目的 
  川崎市ＳＤＧｓプラットフォームに参加するかわさきＳＤＧｓパートナー及びかわさきＳＤＧ

ｓゴールドパートナー（以下「パートナー」という。）が中心となって他の事業者・団体等と協働
して取り組むＳＤＧｓ達成に向けた模範的な事業に必要な経費の一部を補助することにより、Ｓ
ＤＧｓの達成に資するモデル事業を創出し、市内におけるＳＤＧｓの取組を普及・促進すること
を目的とします。 

 
２ 補助⾦の申請者 
  パートナー 
 
３ 補助対象事業 
 ⑴ 交付決定後、その年度内に完了する事業で以下の要件をすべて満たす事業を対象とします。 

① パートナーが主体となって、他の事業者・団体等と連携し⾏う持続可能な取組 
② 事業実施により達成を目指すＳＤＧｓのゴールが明確であり、新たに実施する取組又は既存

の事業を改善・拡充する取組 
③ 他の事業者の模範となる取組 
④ 市内に取組の効果が還元される取組 

⑵ 申請は１事業者につき１件とします。 
⑶ 補助対象事業の全部又は主要な部分を第三者に委託することは出来ません。 

 
４ 補助対象経費 

補助対象事業に必要な経費のうち、次に掲げるものとします。ただし、申請者や他の協働する事
業者・団体等が経常的に⽀出している事務所の賃借料や⼈件費など、本事業の実施の有無にかか
わらず発生する経常的な経費等については補助対象外とします。 
⑴ 専⾨家、講師及びボランティア等に対する謝⾦ 
⑵ 物品購入費（消耗品費、備品購入費） 
  ただし、目的外使⽤が容易な備品を除く 
⑶ 委託費 
⑷ 会場使⽤料等の事業実施に伴う賃借料及び光熱⽔費 
⑸ 印刷製本費 
⑹ 通信費 
⑺ その他市⻑が必要と認めるもの 

  
５ 補助率及び補助限度額 
  補助率２分の１以下、補助限度額５０万円 
  （予算の範囲内で採択される件数によります。） 
 
 
 



６ 補助対象期間 
  交付決定⽇から令和６年３月１５⽇（⾦）まで 
  ※交付決定⽇以後に発生した経費が対象となります。 

※期間内に事業の実施及び購入物品の納品が完了することが条件になります。 
 
７ 交付申請 
  次の書類を提出してください。 
 ⑴ 補助⾦交付申請書（要綱第１号様式及び別紙） 
 ⑵ 事業計画書（要綱第２号様式） 
 ⑶ 補助対象事業費及び収⽀スキームの概算内訳書（要綱第２号様式 別紙） 
 ⑷ 誓約書（要綱第３号様式） ※協働する事業者・団体等については記載不要 
  ※提出された書類は返却いたしません。 
  ※場合により、追加資料を求める場合があります。 
 
８ 申請書類の提出 
  申請書類は、申請期間中に以下の申請先へメールで提出してください。 
  申請期間      ︓令和５年１０月３１⽇（火）１７時まで 
  申請先メールアドレス︓17sdgs@city.kawasaki.jp 
  ※市ホームページから様式をダウンロードし、 

①申請書類（エクセル形式のまま） 
②関連資料（任意提出・ＰＤＦ形式） 
を電子メールにて送付してください。 

※②関連資料については、①申請書類のみでは記載内容が不⾜する場合に、必要に応じて送付
してください。 

＜提出にあたっての注意事項＞ 
・メール件名︓「ＳＤＧｓ達成に向けたモデル事業創出⽀援補助⾦の交付申請について」と記載

してください 
・メール本⽂︓申請者の「所属・⽒名・連絡先（電話番号及びメールアドレス）」を記載してく

ださい 
 
９ 選定の方法 
  申請書類受付後、書類審査を⾏い、予算の範囲内において補助対象事業及び交付限度額を決定

します。書類審査は以下の観点で⾏います。なお、市が定める基準に満たない場合は、採択を⾏い
ません。 
⑴ ＳＤＧｓ達成への寄与度 
⑵ 新規性・独創性 
⑶ 協働性 
⑷ 包摂性 
⑸ 統合性 
⑹ 波及性 
⑺ 実現可能性 
⑻ 持続可能性・発展可能性 

 



10 交付決定の手順と方法 
  補助⾦の交付決定にあたり、次の⼿順で審査を実施します。 

⑴ 申請書類の確認 
提出された申請書類について、記載内容や添付書類の有無等の確認を⾏います。 
※提出された申請書類について、申請者への問合せを⾏う場合があります。 

⑵ 書類審査・交付の決定 
書類審査結果を踏まえ、補助⾦の交付の可否を決定します。補助⾦交付決定がされた事業につ

いて、申請者宛てに交付決定通知書（要綱第４号様式）を送付します。 
⑶ 交付決定の発表 

補助⾦の交付が決定された事業は、申請者名、補助対象事業の内容等を本市ウェブサイト等に
て公表します。 

⑷ 事業計画の変更・中⽌ 
交付決定した事業の内容を変更するとき、又は中⽌するときには、あらかじめ市の承認が必要

となります。その場合は、速やかに事業計画変更（中⽌）承認申請書（要綱第５号様式）を提出
してください。 

 
11 交付決定の取消し等 
  次のいずれかに該当するときは、補助⾦の交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した

補助⾦の全部又は一部を返還していただくことがあります。 
⑴ 偽り、その他不正の⼿段により補助⾦の交付を受けたとき。 
⑵ 補助⾦を補助対象事業以外の他の⽤途に使⽤したとき。 
⑶ 補助⾦の交付を受けるまでに補助対象事業及び補助対象事業者たる⽤件を欠くことになった

とき。 
⑷ 補助⾦の交付決定の内容、又はこれに付した条件、要綱に定める規定、その他法令等に基づき

市⻑が⾏った指⽰、若しくは命令に違反したとき。 
※補助⾦を返還するときは、補助⾦の受領の⽇から納付の⽇までの⽇数に応じ、当該補助⾦の額
につき、川崎市補助⾦等の交付に関する規則（以下「規則」という。）第１６条第 1 項に定め
る割合で計算した加算⾦を本市に納付する必要があります。 

※補助⾦の返還期限は、返還の命令⽇から２０⽇以内とし、期限内に納付されない場合は、納期
⽇の翌⽇から納付の⽇までの⽇数に応じ、その未納額につき規則第１６条第４項に定める割合
で計算した延滞⾦を本市に納付する必要があります。 

 
12 実績報告及び補助⾦の交付等 
 ⑴ 補助対象事業が完了したとき又は補助⾦の交付決定に係る会計年度が終了するときは、事業

実績報告書（要綱第６号様式及び別紙）に、必要な書類を添付して提出してください。 
提出期⽇      ︓令和６年３月１５⽇（⾦）まで 

  提出先メールアドレス︓17sdgs@city.kawasaki.jp 
＜事業実績報告書と併せて提出する書類＞ 
①補助対象事業に係る⽀払いを証する書類の写し（領収書又は振込書及びその内訳がわかる請
求書等） 
②補助対象事業の内容がわかる写真 ３枚以上（公表可能なもの） 

⑵ 報告された内容を審査し、適正であると認めたときに、交付限度額を超えない範囲で補助⾦
の額を確定し、その旨を補助⾦交付額確定通知書（要綱第７号様式）により通知します。 



⑶ 補助⾦交付額確定通知書を受理した後、速やかに請求書及びその他必要書類を提出してくだ
さい。請求⽇から３０⽇以内に指定口座に振り込みます。 

 
13 事業実績報告書等の公表 
  事業実績報告書（別紙含む）については、補助⾦を活⽤して実施した事業の効果を周知するた

め、本市ホームページ等で公表します。 
 
14 取得財産の管理  

この補助対象事業により取得した備品等の財産の所有権は、補助対象事業者に帰属します。た
だし、財産管理、処分等に関しては、次のような制限があります。 
⑴ この補助対象事業により取得した財産については、補助対象事業終了後も善良なる管理者の

注意をもって管理し、補助⾦交付の目的に従って効果的な運⽤を図らなければなりません（他
の⽤途への使⽤はできません。）。 

⑵ 「減価償却資産の耐⽤年数等に関する省令」（昭和４０年⼤蔵省令第１５号）で定める耐⽤年
数を経過するまで、この補助対象事業により取得した財産を処分する必要がある場合には、事
前に市⻑の承認を受けなければなりません。 

 
15 その他  

⑴ 補助対象事業に関わる関係書類は、補助⾦の交付を受けた⽇の属する年度から５年間保存し
ておかなければなりません。 

⑵ 補助対象事業終了後、補助対象事業成果の普及等を目的とするヒアリングや、本市が実施す
る事業において当該補助対象事業の成果発表の依頼を⾏う場合がございますので、ご協⼒をお
願いします。 

お問合せ先 
川崎市総務企画局都市政策部 
SDGs・国際連携推進担当 
電話番号︓044-200-0374 
Ｅ-mail︓17sdgs@city.kawasaki.jp 


